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1 は じ め に

 本稿の目的は日本のアヅセンブリー企業（以下、日本の親会社も同義に用いる）による部品．（材

料を含む、以下同じ）調達の国際化の実態というテーマをアンケート調査に基づいて実証的に分析

することである。

 具体的には、次の諸点について分析を加えることにしたい。

①部品調達はどの程度国際化しているのだろうか。

②部品の現地調達はいかなる方針に基づいているのだろうか。

③海外の部品企業の発達の程度とそのパフォーマンスについて。

④日本の部品企業の海外進出について。

⑤現地の部品企業（非日系企業）との取引関係について。

⑥部品調達と設計・開発との関係について、とりわけデザイン・インの有無について。

⑦部品の購買組織について。

⑧日本的な部品調達の方法について、とりわけ協力会との関係について。

 本稿では85年秋以降の円高定着後の日本のアッセンブリー企業の部品調達の動向に焦点を当てて

いる。本アンケートは1992年6，月中旬から同年8月下旬までの問で行われた。対象はわが国のアッ

センブリー企業142社で、郵送調査方法で行われた。有効回答率は142社中46社（32．4％）であっ

た。業種の内訳は、自動車4社（8．7％）、電機・電子機器20社（43．5％）、機械20社（43．5％）およ
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びその他2社（4．3％）であった。

皿 部品調達の国際化

 アッセンブリー企業が海外で生産事業を行う場

合、資材・部品の調達問題は、人事労務問題とな

らんで最も重要な問題の一つである〔1）といわれて

いる。 では、日本の親会社の部品調達はどの程

度国際化しているのだろうか。まず、日本の親会

表1 海外からの部品輸入の有無

会社数    ％

1．はい 45     97．8

2．いいえ 1     2．2

社の海外からの部品調達（輸入）の有無についてみてみると（表1を参照）、46社中45社（97．8％）

が輸入を実施していることが明らかになった。次に、部品の輸入先をみてみると（表2を参照）、極

東三国（韓国、台湾、香港、以下同じ）が149社（複数回答）中36社（24．2％）、北米（米国、カナ

ダ、メキシコ、以下同じ）34社（22．8％）、EC 32社（21．5％）、 ASEAN諸国30社（20．1％）、その

他の国17社（11．4％）と続いており、極東三国、北米、ECおよびASEAN諸国の四つの地域から

の輸入がほぼ拮抗していることが明らかである。

 では、海外子会社の部品調達はいかなる方法で行われているのだろうか。表3で」二位3位までを

みてみると、アジアでは「現地の非日系企業から購入している」が最も多く173社（複数回答）中

35社（20．2％）、ついで「自社（海外子会社）で内製している」と「日本の親会社から輸入してい

      表2 部品の輸入先             表3 部品調達の方法

会社数 ％

 極東3国（韓国、台湾、1． 香港）

36  24．2

2．ASEAN諸国 30  20．1

 北米（米国、カナダ、メ3． キシコ）

34  22．8

4．EC諸国 32  21．5

5．その他の国 17  11．4

合      計 149 100．0

 （注） 小数点第2位四捨五入のため合計が

100％にならない場合がある（以下のすべて

の表に共通）。

 アジア
?ﾐ数 ％

 北 米
?ﾐ数 ％

 EC
?ﾐ数 ％

 自社（海外子会社）1． で内製している

3！ 17．9 20 16．8 19 17．9

 日本の親会社から2， 輸入している

31 17．9 27 22．7 24 22．6

 日本の部品企業か3， ら輸入している

13 7．5 10 8．4 8 7．5

 現地の日系企業か4． ら購入している

30 17．3 17 14．3 13 12．3

 現地の非日系企業5． から購入している

35 20．2 25 21．0 22 20．8

 第三国（日本及び
E・畿）暢嬬散饗 いる

19 11．0 12 10．0 12 11．3

 日本の商社から購7， 入している

12 a9 7 5．9 7 6．6

 その他（具体的に8， 記入）

2 1．2 1 0．8 1 0．9

合   計 173 99．9 119 99．9 106 99．9
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る」が同数で各31社（各17．9％）となっている。次に北米をみてみると「日本の親会社から輸入し

ている」が最も多く119社（複数回答）中27社（22．7％）、ついで「現地の非日系企業から購入して

いる」が25社（21．0％）、第3位が「自社（海外子会社）で内製している」で20社（16．8％）となっ

ている。さらに、ECをみてみると、第1位が「日本の親会社から輸入している。」で106社（複数回

答）中24社（22．6％）、ついで「現地の非日系企業から購入している」が22社（20．8％）、第3位が

「自社（海外子会社）で内製している」で19社（17．9％）となっている。

             皿 部品の現地調達の方針

 次に、海外子会社の部品の現地調達はいかなる方針に基づいているのだろうか。表4によると

「増やす」と回答した企業がアジアが46社中32社（69．8％）、北米46社中22社（47．8％）、EC 46週中

23社（50．0％）となっており、「増やす」の割合が高くなっている。また、部品の現地調達の比率

（金額ベース）についてみてみると（表5を参照）、アジアでは51％～75％の範囲が最も多く、北米

 表4 海外子会社の部品の現地調達の方針     表5 海外子会社の部品の現地調達の比率

 アジア

?ﾐ数％
 北 米
?ﾐ数％

 EC
?ﾐ数％

1．減らす 0 0．0 0 0．0 0 0．0

2．現状維持 5 10．9 6 13．0 7 15．2

3増やす 32 69．6 22 47。8 23 50．0

4．無回答 9 19．5 18 39．1 16 34．8

合 計 4610q・0 4610G．0 46100．0

では25％および26％～50％、ECでは51％～75％

の範囲が多くなっている。

 では、海外子会社はなぜ部品の現地調達を行う

のだろうか。日本から部品を輸入する場合と比較

してどの様なメリットがあるのだろうか。表6に

よると、アジアでは「コストが低くなる」が最も

多く83社（複数回答）中29社（34．9％）、ついで

「納期がはやい」で22社（26．5％）、第3位が「現

地政府のローカル・コンテント政策に対応でき

る」で21社（25．3％）となっている。また北米で

は、「納期がはやい」が最も多く67社（複数回答）

 アジア
?ﾐ数％

 北 米

?ﾐ数％
 EC
?ﾐ数％

1．25％ 7 15．2 10 21．7 8 17．4

2．26～50％ 11 23．9 ユ0 21．7 5 10．9

3．51～75％ 12 26．1 6 13．1 12 26．1

4．76％以上 6 13．0 2 4．4 3 6．5

5．無回答 10 21．7 18 39．1 18 39．1

合 計 46ユ00．0 46100．0 46100．0

表6 部品の現地調達のメリット

 アジア
?ﾐ数 ％

 北 米
?ﾐ数 ％

 EC
?ﾐ数 ％

1．納期がはやい 22 26．5 19 28．4 19 29．2

2．コストが低くなる 29 34．9 17 25．4 12 18．5

 部品企業との共同3． 開発ができる

2 2．4 5 7．5 5 7．7

 現地政府のローカ

S．ルコンテント政策

@に対応できる

21 25．3 18 26，9 22 33．8

 品質のよい部品を5， 調達できる

0 0．0 1 1．5 0 0．0

 技術的な対応がよ6， くなる

5 6．0 3 4．5 3 4．6

7．その他 4 4．8 4 6．0 4 6．2

合   計 83 99．9 67100．2 65100．0
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中19社（28．4％）、ついで「現地政府のローカル・コンテント政策に対応できる」18社（26．9％）、

第3位は「コストが低くなる」で17社（25。4％）となっている。さらにECでは、「現地政府のロー

カル・コンテント政策に対応できる」が第1位で65社（複数回答）中22社（33．8％）、第2位が「納

期がはやい」で19社（29．2％）、第3位は「コストが低くなる」で12社（18．5％）となっている。

 以上の分析結果から、海外子会社が部品の現地調達比率を「増やす」と回答した主たる理由とし

て、アジア、北米、ECとも「コストが低い」、「納期がはやい」、「現地政府のローカル・コンテント

への対応」をあげることができよう。
                         表7 部品の現地調達のデメリット
 次に、部品の現地調達は日本から輸入する場合

に比べていかなるデメリットがあるかみてみよう

（表7を参照）。アジアでは、「品質が劣る」が最：

も多く70社（複数回答）中26社（37．1％）、ついで

「技術的な対応が不十分」が23社（32．9％）、第3

位が「納期が遅い、あるいは不確実」で9社

（12．9％）となっている。北米をみてみると、「品

質が劣る」と「技術的な対応が不十分」が同数で

43社（複数回答）中各11社（各25．6％）、第3位が

「コストが高い」で9社（20．9％）である。ECでは、第1位が「コストが高い」で43社（複数回

答：）中13社（30．2％）、ついで「品質が劣る」10社（23．3％）、第3位が「技術的な対応が不十分」

で9社（20．9％）となっている。以上のことから、部品の現地調達ではアジア・北米・ECとも「品

質が劣る」、「技術的な対応が不十分」が問題になっている。その他にアジアでは「納期が遅い、あ

るいは不確実」、北米とECでは「コストが高い」などが逆にデメリットとして問題になっている。

 表8は日本の親会社が現地政府のローカル・コ
                         表8 現地政府のローカル・コンテント
ンテント政策でなんらかの問題点に直面している      政策の問題点の有無

かをみたものである。これによると、「いいえ」と

回答した企業が46社中26社（56．5％）と過半数を

占めている。一方、「はい」と回答した企業は16社

（34．8％）ある。そこで「はい」と回答した企業

が現地のローカル・コンテント政策の問題点とし

てどの様な点をあげているかをみてみよう （表9

を参照）。アジアでは、「政策の目標（要求）が高

 アジア
?ﾐ数 ％

 北 米
?ﾐ数 ％

 EC
?ﾐ数 ％

 納期が遅い、ある1， いは不確実

9 12．9 7 16．3 7 16．3

2．品質が劣る 26 37．1 11 25．6 10 23．3

 技術的な対応が不3． 十分

23 32．9 11 25．6 9 20．9

4．コストが高い 6 8．6 9 20．9 13 30．2

 部品企業と共同開

T溌を行うことが困

@難になる
6 8．6 3 7．0 2 47

6，その他 0 0．0 2 4．7 2 4．7

合   計 70100．1 43100．1 43100ユ

会社数    ％

1．はい 16     34．8

2．いいえ 26     56．5

3．無回答 4     8．7

合   計 46    100．0
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すぎる」と「政策が不安定である」が同数で16社

（複数回答）中各5社（各31．3％）、第3位が「政

策の内容がわかりにくい（透明性に欠ける）」、3

社（18．8％）、であった。北米では「政策の内容が

わかりにくい（透明性に欠ける）」が最：も多く9

社（複数回答）中3社（33．3％）、第2位が「日本

企業に差別的である」と「その他」が同数で各2

社（各22．2％）であった。ECでは「政策が不安定

である」と「日本企業に差別的である」が最も多

く26社（複数回答）中各10社（各38．5％）、第3位

が「政策の目標（要求）が高すぎる」3社

（11．5％）であった。

 それでは、日本の親会社は現地政府のローカ

ル・コンテント政策に対してどの様な対応策を

取っているかみてみよう（表10を参照）。最も多

いのは「現地の非日系部品企業からの調達比率を

高めた」で85社（複数回答）中29社（34．1％）、つ

いで「海外子会社における部品の内帯比率を高め

た」で26社（30．6％）、第3位が「現地の非日系部

品企業を指導・育成している」18社（21．2％）で

あった。

表9 現地政府のローカル・コンテント
   政策への問題点

 アジア
?ﾐ数 ％

 北 米
?ﾐ数 ％

  EC

?ﾐ数 ％

 政策の目標（要求）1． が高すぎる

5 31，3 1 11．1 3 11．5

 政策の内容がわか

Q．りにくい（透明性

@に欠ける）

3 18．8 3 33．3 2 7．7

 政策が不安定であ3， る

5 31．3 1 11．1 10 38．5

 日本企業に差別的4， である

2 12．5 2 22．2

5．その他 1 6．3 2 22．2 1 3．8

合   計 16100．2 9 99．9 26100．0

表10 現地政府のローカル・コンテント
   政策への対応策

会社数 ％

 日本の部品企業に海外進1． 出を要請した

10  11．8

 海外子会社における部品2． の内製比率を高めた

26 36．6

 現地の非日系部品企業か3． らの調整比率を高めた

29  34．1

 現地の非日系部品企業を4． 指導・育成している

18  2L2

5．その他 2  2．4

合      計 85 100．1

               IV’海外の部品企業

 まず、海外の部品企業の発達の程度とそのパフォーマンス（コスト、品質、不良率、納期、サー

ビス体制など）についてみてみよう（表11を参照）。この表によると、アジアでは「日本と比較して

未発達である」が最も多く46社中21社（45．7％）、ついで「日本と比較して少し未発達である」が

17社（37．0％）であった。両者を合計すると82．7％となり、第3位の「日本と同程度である」2社

（4．396）を大きく上回っていることがわかる。ところが北米では第1位が「日本と同程度である」

で46社中14社（30．4％）、第2位が「日本と比較して少し未発達である。」で10社（21．7％）、第3位
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が「日本と比較して未発達である」で2社

（4．3％）となっている。またECでも、「日本と

同程度である」が最も多く46社中15社（32．6％）、

ついで「日本と比較して少し未発達である」が9

社（19．6％）、第3位が「日本と比較して未発達で

ある」と「日本より発達している」が同数で各2

社（各4．3％）であった。

 次に、現地の部品企業（日系と非日系を含め

て）のパフォーマンスは日本国内の部品企業と比

較してどの程度のものかみてみることにしよう

（表12を参照）。まずアジアでは、「現地企業の方

が低い」が最も多く46社中19社（41．3％）、ついで

「現地企業の方が少し低い」が18社（39．1％）

で、両者を合計すると「低い」が全体のを80．4％

を占めており、第3位の「ほぼ同じ」2社

（4．3％）を大きく上回っている。これに対して北

米では、「現地企業の方が少し低い」が46社中11

社（23．9％）、ついで「現地の企業の方が低い」が

10社（21．7％）、第3位の「ほぼ同じ」が7社

（15。2％）となっている。アジアに比べて「低

い」の割合が低くなっており、「ほぼ同じ」の割合

がかなり高くなっている。またECでは、最も図

表11現地の部品産業の発達の程度と
   そのパフォーマンス

 アジア
?ﾐ数 ％

 北 米
?ﾐ数 ％

 EC
?ﾐ数 ％

 日本と比較して未1． 発達である

21 45．7 2 4．3 2 4．3

 日本と比較して少2． し未発達である

17 37．0 10 2L7 9 19．6

 日本と同程度であ3， る

2 4．3 14 30，4 15 32．6

 日本より発達して4， いる

0 0．0 1 22 2 4．3

5無回答 6 13．0 19 41．4 18 39．2

合   計 46100．0 46100．0 46100．0

表12 現地の部品企業（日系、非日系企業）
   のパフォーマンス

 アジア
?ﾐ数 ％

 北 米
?ﾐ数 ％

 EC
?ﾐ数 ％

 現地企業（日系と
@非日系を含めて、1． 以下同じ）の方が

@低い

！9 41。3 10 21．7 8 17，4

 現地企業の方が少2． し低い

18 39．1 11 23．9 11 23，9

3．ほぼ同じ 2 4，3 7 15．2 9 19．6

 現地企業の方が少4． し高い

1 2，2 1 22 2 4，3

 現地企業の方が高5． い

0 0，G 0 0．0 1 2．2

6．その他 0 0，0 0 0．0 0 0．0

7．無回答 6 13，1 17 37．0 15 32．6

合   計 46100．0 46100．0 46100．0

いのが「現地企業の方が少し低い」46社中11社（23．9％）、、ついで「ほぼ同じ」9社（19．6％）、

第3位が「現地企業の方が低い」で8社（17．4％）となっており、アジア、北米に比べて「ほぼ同

じ」の割合がさらに高くなっていることがわかる。以上のことから、アジアでは現地の下請け部品

産業が未発達であるが、北米とECでは部品産業の発達の程度は日本に近いことが窺える。

             V 部品企業の海外進出

 部品の現地調達をする場合、現地の日系企業から調達するかまたは非日系企業から調達するかが

問題になる。そこでまず、日本の部品企業の海外進出の動機・理由からみてみることにしよう。「日

本の部品企業の海外進出に関するアンケート調査2）」によると、上位5位までを地域別に列挙する
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と次のようになる。アジアでは第1位が「低賃金労働力の活用」、第2位「海外市場の開拓」、第3

位「生産拠点の国際分散」、第4位「日本の納入先企業からの進出要請に応じる」、第5位「日本の

納入先企業の海外進出が増加しているため」であった。北米では、第1位「海外市場の開拓」、第2

位「生産拠点の国際分散」、第3位「日本の納入先企業からの進出要請に応じる」、第4位「日本の

納入先企業の海外進出が増加しているため」、第5位「円高対策」であった。ECでは、第1位「生

産拠点の国際分散」と「海外市場の開拓」、第3位「日本の納入先企業からの進出要請に応じる」、

 表13 国内の取引先（部品企業）に対する    表14 部品企業の海外進出に対する協力・
    海外進出要請の有無              支援の有無

会社数    ％

1．はい 15     32．6

2．いいえ 30     65．2

3．無回答 1     2．2

合   計 46    100．0

第4位「日本の納入先企業の海外進出が増加して

いるため」、第5位「現地国政府の優遇策の魅力」

であった。

 以上から、アジアの「低賃金労働力の活用」を

除いて、三地域とも上位4位までは同じ動機・理

由になっていることがわかる。

 一方、日本の親会社に国内で取り引きしている

部品企業に海外進出を要請したことがあるかたず

ねてみた（表13を参照）。この表によると、「は

い」と答えた企業は46社中15社（32．6％）、「いい

え」は30社（65．2％）であった。さらに、「はい」

と回答した企業に、日本の親会社は部品企業に何

らかの形で協力・支援を行ったかたずねてみた

（表14を参照）。それによると、「はい」15社中11

社（73．3％）、 「いいえ」15社中4社（26．7％）

で、協力を行っていることが圧倒的であった。そ

れでは日本の親会社は海外進出を要請した部品企

業にどのような協力・支援を行ったのだろうか。

表15によると、 「海外子会社に対する一定量の部

会社数   ％

1．はい 11     73．3

2．いいえ 4     26．7

合   計 15    100』

表15 海外進出を要請した部品企業に
   対する協力・支援の内容

会社数 ％

1．技術面での援助 4  10．0

2．工場管理に関する指導 4  10．0

3．経営管理に関する指導 4  10．0

4．資金面での援助 1  2．5

 現地での原材料の購買先5． の紹介

4  10．0

 海外要員など人材面での6． 紹介

1  2．5

7．事：前調査に関する援助 7  17．5

 海外子会社に対する一定8． 量の部品の継続的な発注

8  20．0

9．技術者の派遣 3   7．5

 日本親会社（部品企業）10． への発注に対する配慮

4  10．0

11．その他 0  0．0

合      計 40 100．0
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品の継続的な発注」の割合が最も高く40社（複数回答）中8社（20．0％）、ついで「事前調査に関す

る援助」7社（17．5％）、第3位に「技術面での援助」、「工場管理に関する指導」、「経営管理に関す

る指導」、「現地での原材料の購買先の紹介」、「日本親会社（部品企業）への発注に対する配慮」が

すべて同数で各4社（各10．0％）を占めていることが明らかになった。

VI現地の部品企業（非日系）

 表16は日本の親会社と現地の非日系部品企業と

の取引の有無を地域別にみたものである。これに

よると、アジアでは「取り引きしている」が46社

中35社（76．1％）、北米では28社（60．9％）、ECで

は25社（54．3％）であった。このことから、日本

の親会社の内過半数が三つの地域で非日系企業と

取り引きしていることが明らかになった。

 それではなぜ現地の非日系部品企業と取り引き

ずるようになったのだろうか。表17に依拠して主

要理由を地域ごとに上位3位までを列挙すると以

下のようになる。まずアジアでは、「部品調達の

現地化を進めるため」が第1位で108社（複数回

答）中31社（28．7％）、第2位は「コストが低い」

が27社（25．0％）、第3位「現地政府の政策に対応

するため」が18社（16．7％）であった。一方北米

では、「部品調達の現地化を進めるため」が第1

位で83社（複数回答）中24社（28．9％）であっ

た。第2位は「貿易摩擦回避のため」で16社

（19．3％）、第3位は、「部品調達に際し、量的、

    との取引

表16 現地の非日系部品企業との取引
   の有無

 アジア
?ﾐ数 ％

 北 米
?ﾐ数 ％

 EC
?ﾐ数 ％

1．取引している 35 76．1 28 60．9 25 54．3

2．取引していない 2 4．3 1 2．2 21 45．7

3無回答 9 19．6 17 37．0 0 0．0

合   計 46100．0 46100．0 46100．0

表17 現地の非日系部品企業との取引
   開始の主な理由

 アジア
?ﾐ数 ％

 北 米
?ﾐ数 ％

 EC
?ﾐ数 ％

 部品調達の現地化1， を進めるため

31 28．7 24 28．9 21 28．0

 日系企業からの調2， 達が困難なため

3 2．8 5 6．0 7 9，3

3．品質がよいため 2 1．9 3 3．6 3 4．0

4．コストが低い 27 25．0 12 14，5 9 12．0

 部品調達に際し、
@量的・時間的に柔5． 軟な対応が可能に

@なるため

15 13．9 14 ！6．9 9 12．0

 現地政府の政策に6． 対応するため

18 16．7 9 10．8 13 17．3

 貿易摩擦回避のた7． め

11 10．2 16 19．3 12 16．0

8．その他 1 0．9 0 0，0 1 1．3

合   計 108100．1 83100．0 75 99．9

時間的に柔軟な対応が可能になるため」で14社（16．9％）であった。またECでは、第1位が「部

品調達の現地化を進めるため」で75社（複数回答）中21社（28．0％）であった。第2位は「現地政

府の政策に対応するため」で13社（17．3％）、第3位は「貿易摩擦回避のため」で12社（16．0％）で

あった。

 次に海外子会社における現地の非日系部品企業との取引に際しいかなる問題に直面しているかを

みてみよう（表18を参照）。アジアでは「品質の維持・安定が困難」が第1位で113社（複数回答）
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中24社（21．2％）であった。第2位は「安定的・

弾力的な部品調達が困難」で22社（19．5％）、第3

位は「納期が遅延あるいは不確実である」で18社

（15．9％）であった。北米では、「納期が遅延ある

いは不確実である」が第1位で62社（複数回答）

中10社（16．1％）であった。第2位は「品質の維

持・安定が困難」、「安定的・弾力的な部品調達が

困難」および「取引に関する考え方が異なる」が

各々9社（各14．5％）であった。ECでは第1位

は「安定的・弾力的な部品調達が困難」および

「取引に関する考え方が異なる」が55社（複数回

答）中層9社（各16．4％）であった。第3位は

「品質の維持・安定が困難i」、「コストが高くつ

．く」および「密接な情報交換（特に技術情報の交

換）が困難」が各々7社（各！2．7％）であった。

 以上のことから、非日系部品企業との取引で

は、アジアでは「品質」と「納期」が問題になっ

ており、北米とECでは「納期」、「品質」、「取引

慣習」が問題になっていることがわかる。

 それでは、日本の親会社は現地の非日系企業に

対して何らかの指導・育成を行っているのだろう

か。表19によると、「品質管理に関する指導」が最

も多く105社（複数回答）中28社（26．7％）であっ

た。ついで「製造技術に関する指導」で22社

（21。0％）、さらに「技術情報の提供」と「コスト

引き下げのための具体的な方法を指導」が各々15

社（各14．3％）と続いている。以上から、日本の

親会社は現地の非日系部品企業に対して「品質管

理」、「技術」、「コストダウンの方法」などに関す

る指導を実施していることが明らかになった。

表18 海外子会社が現地の非日系企業との
   取引で直面している問題点

 アジア
?ﾐ数 ％

 北 米
?ﾐ数 ％

  EC

?ﾐ数 ％

 品質の維持・安定1． が困難

24 21，2 9 14，5 7 12．7

 納期が遅延あるい2． は不確実である

18 15．9 10 16．1 6 10．9

3喫約が守られない 4 3．5 1 1．6 1 1．8

4．コストが高くつく 3 2．7 6 9．7 7 12．7

 安定的・弾力的な5， 部品調達が困難

22 19．5 9 14，5 9 16．4

 サービス精神が不6． 足

5 4．4 6 9，7 4 7．3

 密接な情報交換
V，（特に技術情報の

@交換）が困難

15 13．2 7 11，3 7 12。7

 取引に関する考え8． 方が異なる

9 8．0 9 14．5 9 16．4

 部品企業との共同9． 開発が困難

1／ 9．7 4 6，5 4 7，3

10，その他 2 1．8 1 1．6 l L8

合目  計 113 99．9 62100．0 55100．0

表19 現地の非日系部品企業に対する
   指導・育成

会社数 ％

1．品質管理に関する指導 28  26．7

2．製造技術に関する指導 22  21．0

3．技術情報の提供 15  14．3

4．技術者など人材の育成 6   5．7

5．生産方式に関する指導 6   5．7

 コスト引き下げのための6． 具体的な方法を指導

15  14．3

 生産工場のための具体的7． な方法を指導

12  11．4

8．その他 1  1．0

合      計 105 100．1
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    V皿部品

 アヅセンブリー企業は開発の初期から部品メー

カーをデザイン・イン（製品の設計・開発に参加

すること）をさせているという。表20は日本の国

内において日本の親会社が部品企業をデザイン・

インさせているかをみたものである。この表によ

ると、46社中38社（82．6％）が参加させているこ

とがわかる。

調達と設計・開発（デザイン・インの有無）

               表20 日本国内における部品企業の
                  デザイン・インの有無

会社数  ％

1．参加させている 38  82．6

2．参加させていない 7  15．2

3．無回答 1   2．2

合    計 46  100．0

 それでは海外子会社の場合はどうだろうか。表21によると日系部品企業との関係では、アジアで

は「参加させていない」が最も多く46社中26社（56．5％）であった。北米とECでも「参加させて

いない」の割合が高く、それぞれ14社（30．4％）、21社（45．7％）を占めている。一方非日系部品企

業との関係（表22を参照）においても「参加させていない」が最も多く、アジアでは46社中29社

（63．0％）北米では16社（34．8％）、ECでは20社（45．5％）となっている。このように、部品企業

のデザイン・インに関し、日本の親会社では「参加させている」の割合が高いが、海外子会社では

「参加させていない」の割合の方が高いことがわかる。

   表21海外における日系部品企業の     表22海外における非日系部品企業の
     デザイン・インの有無           デザイン・インの有無

日      系

 アジア
?ﾐ数 ％

 北 米
?ﾐ数 ％

 EC
?ﾐ数 ％

L参加させている 8 17．4 7 152 3 6．5

2．参加させていない 26 56．5 14 30．4 21 45．7

3無回答 12 26．1 25 54．3 22 47．4

合   計 4610Q．Q 461QO．0 461GO．0

 このことに関連して海外子会社で製品や生産設

備を開発しているか否かをみたのが表23である。

この表によると、アジアでは「開発していない」

が46社中23社（50．0％）で最も多い。ついで「少

し開発している」が12社（26．1％）、「開発してい

る」が3社（6．5％）となっている。北米では「少

し開発している」が10社（26．7％）で第1位、つ

いで「開発していない」8社（17．4％）、第3位

非    日   系

 アジア
?ﾐ数 ％

 北 米
?ﾐ数 ％

 EC
?ﾐ数 ％

L参加させている 4 8．7 9 19．6 5 10．9

2参加させていない 29 63．0 16 34．8 20 45．5

3．無回答 13 28．3 21 45，7 21 45．7

合   計 4610G．0 46100．G 4610G．G

表23 海外子会社における製品・設備の
   開発の有無

 アジア
?ﾐ数 ％

 北 米
?ﾐ数 ％

 EC
?ﾐ数 ％

1．開発している 3 6．5 7 15．2 7 15．2

 すこし開発してい2． る

12 26．1 ！0 26．7 9 19．6

3．開発していない 23 50．0 8 17．4 11 23．9

4．その他 0 0．0 0 0．0 0 0．0

5無回答 8 17．4 21 45．7 19 4！．3

合   計 4610G．0 46100．0 46100．0
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「開発している」7社（15．2％）となっている。ECでは「開発していない」の割合が最も高く11社

（23．9％）、ついで「少し開発している」が9社（19．6％）、第3位が「開発している」7社

（15．2％）となっている。以上のように海外子会社で製品や生産設備の開発が少ないことは、海外

でのデザイン・インが少ない結果とも関連しているように思われる。

皿 購 買 組 織

 日本の親会社において部品はどの部門で購買されるのだろうか。表24－1によると、46社中23社

（50．0％）が資材部になっている。ついで6社（6．3％）が購買部であり、その他は各社各様であ

る。次に購買部門の最：高責任者の職位をみてみると（表24－2を参照）、部長が最も多く46社中18社

（39．1％）、ついで取締役が8社（17．4％）専務取締役が4社（8．7％）と続いている。このことか

ら部品の購買部門と最高責任者は資材部と資材部長が最も多いことがわかる。次に購買部門の所在

   表24－1 本社の購買部門の名称      表24－2 購買部門の最高責任者の職位

会社数  ％

（1）資材部 23  50．0

（2）購買部 6   6．3

（3）海外本部 1   2．1

（4）資材購買センター 1   2．1

（5）資材管理センター 1   2．1

（6）仕入部 1   2．1

（7）その他 4   8．4

（8）無回答 9   6．5

合    計 46  100．0

についてみると（表24－3を参照）、事業部ある

いは工場に「ある」と回答したのが46社中40社

（87．0％）で、「ない」5社（10．9％）を大きく上

回っている。また部品の国際調達（部品の輸入、

部品の現地調達、海外部品企業の外注管理など）

のための組織の有無をみたのが表24－4である。

これによると、国際調達のための組織が本社に

「ある」企業は46社中32社（69．6％）、 「ない」

会社数  ％

（1）部長 18  39．1

②取締役 8  17．4

（3）専務 4   8．7

（4）副社長 3   6．5

（5）その他 4   8．6

（6）無回答 9   6．5

合    計 46  100．0

表24－3 国内事業部、工場における
購買部門の有無

会社数    ％

1．ある 40     87．0

2．ない 5     10．9

3．無回答 1     2．2

合   計 46    100．0
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表24－4 部品の国際調達のための
     組織の有無

会社数    ％

1．ある 32     69．6

2．ない 14     30．4

3．無回答 0     0．0

合   計 46    100．0

表25－1 1POの有無

会社数    ％

1．ある 22     47．8

2．な：い 20     43．5

3．無回答 4     8．7

合   計 46    100．0

14社（30．4％）で、「ある」の方が圧倒的に多いことがわかる。さらに、海外調達部門（lnternati－

onal Purchasing Office：IPO）の有無をみたのが表25－1）である。これによると、 IPOが「あ

る」企業は46社中22社（47．8％） 「ない」20社（43．5％）で、「ある」が「ない」を上回っている。

表25－2はIPOの所在地をみたものである。これによると、シンガポールが最も多く55社（複数回

答）中13社（23．6％）、ついで米国11社（20．0％）、台湾とイギリスが各6社（各10．9％）と続いて

いる。それではIPOの機能ないし役割はどのようなものだろうか。表25－3によると、最も多いの

が「海外子会社の部品の現地調達を支援」と「海外の部品産業の情報を収集」で82社（複数回答）

中各16社（各19．5％）、ついで「地域ベース（アジア、北米、EC）で部品を調達する」15社

（18．3％）、となっている。その他の役割・機能として「日本の親会社に部品を輸入」14社

     表25－2 1POの所在国            表25－3 1POの役割

会社数    ％

日本 4     7．3

香港 4     7．3

シンガポール 13     23．6

台湾 6     10．9

韓国 3     5．5

マレーシア 1     1．8

フィリピン 1     1．8

米国 11     20．0

イギリス 6     10．9

ドイツ 6     10．9

合   計 55    100．0

会社数 ％
 部品の国際調達の基本方1’針を立てる

5  6．1

 本社の購買部門の海外部2． 門

9  11．0

 海外子会社の部品の現地3． 調達を支援

16  19．5

 地域ベース（アジア、北
S．米、EC）で部品を調達

@する
15  18．3

 世界ベースで部品を調達5． する

6   7．3

 日本の親会社に部品を輸6． 入

14  17．1

 海外の部品産業の情報を7． 収集

16  19．5

8．その他 1  1．2

合      計 82 100．0
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（17．1％）、「本社の購買部門の海外部門」9社

（11．0％）、 「部品の国際調達の基本方針をたて

る」5社（6．1％）などがあげられる。最後に、部

品の国際化（部品を輸入、海外子会社の現地調

達、海外部品企業の外注管理など）に関する基本

方針を決定する組織についてみたのが表26であ

る。この表によると、最も多いのが「事業場（事

業部、工場）の購買部門」で73社（複数回答）中

20社（27．4％）、ついで「本社の購買部門」19社

（26．0％）、 「購買担当の役員」11社（15．1％）と

なっている。

表26 部品の国際化に関する基本方針を
   決定する組織

会社数 ％

1．本社の購買部門 19  26．0

 事業場（事業部、工場）2． の購買部門

20  27．4

3購買担当の役員 11  15．1

4．常務会 6  8．2

5．社長 5   6．8

6．その他 12  16．4

合      計 73  99。9

              】X 日本的な部品調達

 表27－1は日本のアッセンブリー企業が日本国内で協力会組織（部品会社の組織）をもっている

か否かをみたものである。この表によると、46社中33社（71．7％）が「持っている」、13社

（28．3％）が「持っていない」であった。このことから、アッセンブリー企業のほとんどが協力会

組織を持っていることになる。それでは協力会は何社程度で組織化されているのだろうか。表27－

2に依拠して上位3位までをみてみると、1～50社が33社中10社（30．3％）で最も多い。ついで

101～200社が9社（27．3％）、第3位が51～100社で7社（21．2％）となっている。表27－3は海

外における協力会の有無を調べたものである。これによると「もっていない」が46社中38社

     表27－1 協力会の有無         表27－2 協力会のメンバーの数

会社数  ％

1．持っている 33  71．7

2．持っていない 13   28．3

3．無回答 0   0．0

合    計 46  100．0

会社数  ％

1．1－50社 10  30．3

2．51－100社 7   21．2

3．101－200社 9   27．3

4．201300社 4  12．1

5．301－400社 0   0．0

6．401－500社 1   3．0

7．500社以上 2   6．1

合    計 33  100．0
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（82．6％）、「持っている」が6社（13．0％）であった。このことから海外では部品会社の組織化は

ほとんど行われていないことがわかる。

    表27－3 海外協力会の有無

会社数  ％

1．持っている 6  13．0

2．持っていない 38  82．6

3．無回答 2   4．3

合    計 46  100．0

表29 現地の部品企業の選択、
   取引の基準

会社数  ％

1．経営者の能力 17   7．7

2．品質の良さ 39  17．6

3．低コスト 41  18．6

4．技術力 34  15．4

5．サービス体制 23  10．4

  日本語能力など程6． 度

3   1．4

7．納期の正確さ 31  14．0

・8．経営者の信頼性 24  10．9

9．労使関係 7   3．2

10．その他 2   0．9

合    計 221  100．1

表28 海外における部品企業との取引
   方法（長期的・組織的取引）

会社数  ％

1．実施している 18  39．1

2．実施していない 20  43．5

3．その他 2   4．3

4．無回答 6  13．1

合    計 46  100．0

表30系列批判に対する意見

会社数 ％

 海外での系列批判は正し1． い

2  4．1

 系列はあるが、部分的で
Q．あり、海外の批判は系列

@を過大視している
17  34．7

 系列は合理的なものであ
@り、日本の製造企業3．（アッセンブリー企業）

@の発展の基本条件の一つ
@である

16  32．7

 系列は閉鎖的であり、で
S．きるだけ早く解消すべき

@である
2  4．1

 日本企業は、海外に系列
T．を移転するためにもつと

@努力すべきである
1  2．0

 海外の系列批判は誤解に6． 基づくものである

10  20．4

7．その他 1  2．0

合      計 49 100．0

 表28は海外の部品企業との取引において長期的・組織的（いわゆる日本的な取引方法）を実施し

ているかを調べたものである。これによると、「実施していないが」46社中20社（43．5％）で最も多

く、「実施している」が18社（39．1％）であった。このことから、海外の部品企業との取引は必ずし

も日本的な取引方法に依存しているとは限らないが、重視されていることがわかる。では、日本の
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アッセンブリー企業はどのような基準に基づいて現地の部品企業と取引をしているのだろうか。表

29に依拠して、上位3位までをみると、221社（複数回答）中41社（18．6％）が「低コスト」をあげ

ている。ついで「品質の良さ」が39社（17．6％）、第3位が「技術力」34社（15．4％）と続いてい

る。このことから、現地部品企業との取引基準は「コスト」、「品質」、「技術力」が重要な要因に

なっていることがわかる。

 次に、海外での日本のいわゆる「系列」批判に対して日本の親会社はどのような意見を持ってい

るのだろうか。表30によると、最も多い見解は「系列はあるが、部分的である、海外の批判は系列

を過大視している」で49社（複数回答）中17社（34．7％）であった。ついで「系列は合理的なもの

であり、日本の製造企業（アッセンブリー企業）の発展の基本条件の一つである」が16社

（32．7％）、そして「海外系列批判は誤解に基づくものである」10社（20．4％）と続いている。以上

から日本の親会社は「系列」に対して肯定的な見解を持っている企業が多いことがわかる。

X む す び

 以上、日本のアッセンブリー企業の部品の国際調達に関し、八つの項目について分析を加えてき

た。その結果次のことが明らかになった。

①日本の親会社の海外からの部品調達（輸入）の有無では、研究対象の企業46社中45社

 （97．8％）が輸入を実施している。輸入先は極東三国、北米、EC、 ASEAN諸国の四つの地域か

 らが最も多い。また海外子会社の部品調達の方法では、アジアでは「現地の非日系企業から購入

 している」が、北米では「日本から輸入している」、ECでは「現地の非日系企業から購入してい

 る」が最も多くなっている。

② 海外子会社の部品調達の方針についてみてみると、アジア・北米・ECとも現地調達を「増や

’す」と回答している。現地調達を増やす「メリット」としては、アジア・北米・ECとも「低コス

 ト」、「納期が速い」、「現地政府のローカル・コンテントへの対応」をあげている。一方、現地調

 達の「デメリット」としては、アジア・北米・ECとも「品質が劣る」と「技術的な対応が不十

 分」が問題になっている。さらにアジアでは「納期が遅い」が、北米とECでは「コストが高

 い」が逆に問題点として指摘されている。また、現地政府のローカル・コンテント政策に関して

 は、「問題点となっていない」と回答した企業が46社中26社（56．5％）、 「問題になっている」が

 16社（34．8％）であった。この結果は調査前の予測（問題になっている）とは異なるものであっ

 た。

③海外の部品企業の発達の程度とそのパフォーマンスに関して、アジアでは「日本と比較して未

 発達である」が最も多い。また北米とECでは「日本と同程度である」が第1位であった。さら
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 に、日系と非日系を含めた現地の部品企業のパフォーマンスを日本国内の部品企業と比較してみ

 ると、アジアでは「現地企業の方が低い」が最も多い。北米とECでは「現地企業の方が少し低

 い」が最も多いが、「ほぼ同じ」の割合がかなり高くなっている。このことから、アジアでは現地

 の下請け部品産業は未発達であるが、北米とECでは部品産業の発達の程度は日本に近いことが

 窺える。

④ 日本の部品企業の海外進出の動機・理由に関して、アジアでは第1位に「低賃金労働力の活

 用」があげられている。このことを除くと、アジア・北米・ECとも「海外市場の開拓」、「生産拠

 点の国際分散」、「日本の納入先企業からの進出要請に応じる」、「日本の納入先企業の海外進出が

 増加しているため」があげられている。ところで、自動車部品や電機部品会社が海外進出する場

 合、三分の一あるいは半数は、いわゆる「納入先企業の要請」を受けてのものだといわれている

 ③。そこで、日本の親会社に取引先の部品企業に海外進出を要請したことがあるか尋ねてみた。そ

 の結果、rはい」と答えた企業は46社中15社（32．6％）で、だいたい予測した通りであった。

⑤ 日本の親会社と現地の非日系企業との取引の有無を調べてみると、アジア・北米・ECとも半

 数以上が取り引きしていると回答している。その理由としては、三地域とも「部品調達の現地化

 を進めるため」が第1位であった。現地の非日系企業との取引上の問題点としては、アジアでは

 「品質」と「納期」が、北米とECでは「納期」、「取引慣習」、「品質」が問題になっていること

 が明らかになった。これらの対応策として、日本の親会社による現地の非日系企業に対して「品

 質管理」、「製造技術」、「コストダウンの方法」等に関する指導・育成をしていることが明らかに

 なった。

⑥ 日本の親会社が国内で部品企業をデザイン・インさぜているか調べてみると、46社中38社

 （82．6％）が参加させていることが明らかになった。一方、海外子会社では、アジア・北米・

 ECとも「参加させていない」が最も高い割合を占めていた。次に、海外子会社において製品や生

 産設備を開発しているか否かについてみると、アジアでは「開発していない」が最も多かった。

 北米では「少し開発している」が、ECでは「開発していない」が最も高い割合を占めていた。

⑦日本の親会社における部品の購買部門とその最高責任者については、資材部と資材部長が最も

 高い割合を占めていた。また、国際調達のための組織が本社にある企業は46社中32社（69．6％）

 であった。さらに、海外調達部門（IPO）を設置している企業は46社中22社（47．8％）であった。

 IPOの所在地はシンガポールが最も多く、ついで米国、台湾とイギリスと続いている。 IPOの役

 割は、「海外子会社の部品の現地調達を支援」、「海外の部品産業の情報を収集」、「地域ベース（ア

 ジア・北米・EC）で部品を調達する」等々である。また、部品の国際化を決定する組織としては

  「事業場（事業部、工場）の購買部門」が最：も多く、ついで「本社の購買部門」、「購買担当の役

 員」と続いている。
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⑧ 日本のアッセンブリー企業のほとんどの企業が日本国内で協力会組織を持っていることが明ら

 かになった。組織化の程度は1～50社が最も多く、ついで101～200社、51～100社と続いている。

 一方、海外における協力会の組織化は、「持っていない」が最も多く46社中38社（82．6％）であっ

 た。次に、海外の部品企業との取引に関し、日本的な取引方法である長期的・組織的な取引を実

 施しているかをみてみると、「実施していない」が最も多く、ついで「実施している」と続いてい

 る。このことから海外の部品企業との取引は、必ずしも日本的な取引を実施しているとは限らな

 いが、例えばオーディオ機器産業にみられるように、長期的安定的な取引関係が重視されてきて

 いることがわかるω。また、現地部品企業との取引基準は「コスト」、「品質」、「技術力」が重要な

 要因になっていることが明らかになった。最後に、海外での日本のいわゆる「系列」批判に対し

 て日本の親会社は系列に肯定的な見解を持っていることが明らかになった。
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